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（住宅確保）要配慮者の定義
改正住宅セーフティネット法の規定（令和元年12月14日施行）

① 低額所得者
② 被災者
③ 高齢者
④ 障害者
⑤ 子どもを養育する者
⑥ 国土交通省令で定める者（次ページ）
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（住宅確保）要配慮者の定義
国土交通省令で定める者

① 外国人

② 中国在留邦人

③ 児童虐待を受けた者

④ ハンセン病療養所入所者

⑤ DV被害者
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（住宅確保）要配慮者の定義
国土交通省令で定める者

⑥ 拉致被害者

⑦ 犯罪被害者

⑧ 保護観察対象者
緊急更生保護を受け
ている者
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（住宅確保）要配慮者の定義
国土交通省令で定める者

⑨ 生活困窮者自立支援
法に基づく援助を受
けている者

⑩ 東日本大震災の被災
者

⑪ 都道府県賃貸住宅供
給促進計画で定める
者（次ページ）
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（住宅確保）要配慮者の定義
都道府県賃貸住宅供給促進計画で定める者（参考：千葉県の場合）

＜千葉県の場合の特徴＞

・中国、北朝鮮だけでなく、「海外」一般。
・新婚世帯やLGBT。
・虐待児童だけでなく児童養護施設退所者も。
・Uターン：故郷⇒他地域⇒故郷

Iターン：都市部⇒地方
Jターン：故郷⇒他地域⇒故郷の近く

・要配慮者支援者も対象。
・刑務所満期出所者や少年院退院者などにも拡大。
・令和元年房総半島台風被災者等

＊このように各都道府県が独自に「要配慮者」を
定めている。

千葉県HPより 6



要配慮者の＜暮らし＞の今
～身体障がい者・高齢者の場合～

総務省資料
「超高齢社会におけるICT活用の
在り方に関する調査研究」（平
成25年）より抜粋

平成25年当時の「あったらいい
な」が、すでにかなりの割合で
実現しつつある。
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要配慮者の＜暮らし＞の今
～身体障がい者・高齢者の場合～

総務省資料
「超高齢社会におけるICT活用の
在り方に関する調査研究」（平
成25年）より抜粋

平成25年当時の「あったらいい
な」が、すでにかなりの割合で
実現しつつある。
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要配慮者の＜暮らし＞の今
～身体障がい者・高齢者の場合～

総務省資料
「超高齢社会におけるICT活用の
在り方に関する調査研究」（平
成25年）より抜粋

平成25年当時の「あったらいい
な」が、すでにかなりの割合で
実現しつつある。
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要配慮者の＜暮らし＞の今
～低額所得者・子育て世帯の場合～

2019年厚生労働省 国民生活基礎調査より
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要配慮者の＜暮らし＞の今
～震災等被災者の場合～

＜令和元年房総半島台風被災者の場合＞

・県が「賃貸型応急住宅」を提供。（普通の賃貸住宅
の賃借主を千葉県にして、被災者が入居）。

・その入居期限が2年間となるが、そこに「要配慮者」
が発生。
①元の家の破損で、修繕の見込みがなく、帰れない。
②そのままそこに住みたいが、賃借主が本人になる際
に、オーナーが拒否、あるいは家賃保証がおりない。
（高齢、障害、低額所得などの理由）
③ずっと持ち家暮らしで、賃貸借の方法を知らない。

・被災者の中から「要配慮者」を割り出し、その入居
支援を千葉県居住支援法人協議会に業務委託。

11



要配慮者の＜暮らし＞の今
～精神・知的・発達障がい者の場合～
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ご清聴ありがとう
ございました。

13


	不動産後見アドバイザー�資格講習会資料��「要配慮者の理解」
	（住宅確保）要配慮者の定義
	（住宅確保）要配慮者の定義
	（住宅確保）要配慮者の定義
	（住宅確保）要配慮者の定義
	（住宅確保）要配慮者の定義
	要配慮者の＜暮らし＞の今�　　～身体障がい者・高齢者の場合～
	要配慮者の＜暮らし＞の今�　　～身体障がい者・高齢者の場合～
	要配慮者の＜暮らし＞の今�　　～身体障がい者・高齢者の場合～
	要配慮者の＜暮らし＞の今�　　　　　　　～低額所得者・子育て世帯の場合～
	要配慮者の＜暮らし＞の今�　　　　　　　～震災等被災者の場合～
	要配慮者の＜暮らし＞の今�　　　　　　～精神・知的・発達障がい者の場合～
	ご清聴ありがとうございました。

